
1. はじめに

わが国の公的年金制度をめぐっては，国民の間にその将来見通しについ

て根強い不安感があり，保険料未納者が増えている。これは，制度への不

信感から老後は年金に頼らない，あるいは頼れないと考える人も少なくな

いことを示しているものと理解される１）。

わが国の年金制度改革の歴史を振り返ると，「福祉元年」といわれた

１９７３年改革において「５万円年金の実現」と「物価および賃金スライド制

の導入」が図られ，公的年金は老後生活の主柱と見なされるようになった。

十分な財政の裏付けを欠いていることは１９８０年代より指摘されていたが，

何ら有効な対策を講ずることなしに，また長寿化と高齢化という人口構造

の変化にも十分な注意を払うことなしに，負担は軽く，給付は高くという

運営を続けてきた。その結果として年金財政は悪化の一途を辿り，年金債

務超過額は厚生年金で４５０兆円，公的年金制度全体では６００兆円弱に達す
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＊） 本稿は，われわれの日本財政学会第６１回大会における報告に基づいている。
討論者の川出真清先生（新潟大学）より貴重なコメントを頂いた。

１） 社会保険庁の未納者に対する調査（２００２年１０－１２月実施，２００５年８月発
表）では，「もう少し生活にゆとりができれば納めたい」とする経済的理由
による未納が３４．６％で最も多かったが，「公的年金は信用できず，納める気
はない」という回答も２４．３％を占めた。所得階層別にみると，「２００万円以
上，５００万円未満」が未納率１８．９％で最も高く，以下「所得無し」１７．７％，
「２００万円未満」１７．０％が続き，低所得層で未納者の割合が比較的高かった
が，所得が高い「５００万以上，１０００万円未満」，「１０００万円以上」でも未納
者の割合はそれぞれ１５．２％，１１．１％であり，高かった。
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るようになった（高山 (2004)）。抜本的改革をせずに年金制度を維持できな

いことが明らかになったいま，国民のもつ公的年金の将来に対する不安感

は高まる一方である。公的年金制度の抜本的改革が必要とされる所以であ

る。

負担の上限を決め，給付費の抑制で財政バランスをとろうとする年金改

革法が２００４年６月に成立した２）。政府は，この制度改革により「１００年安

心」な制度が作られたと主張したが，制度設計に当たって厚生労働省は実

質成長率が１％程度を維持し，合計特殊出生率が２００４年まで１．３２で推移

し，２００７年に１．３１で底入れし，５０年かけて１．３９に高まることを前提と

していた。しかし，少子化は想定以上のスピードで進んでいる。「２００４年

人口動態推計」（２００５年６月発表）によると，２００４年の合計特殊出生率は１．２９

（４年連続で過去最低を更新）まで低下しており，２００４年改革の前提は早く

も崩れていることになる。抜本的改革には，マクロ経済との整合性，緻密

な少子化対策，そして何よりも国民に対する丁寧な説明が必要不可欠であ

るが，２００４年改革はこれら全てを欠いており，年金制度への信頼感はな

かなか醸成されない。

公的年金に対する国民の将来不安を解消するためにも，年金財政の健全

化は不可欠である。そのための方策は基本的には，

（１）現役世代の負担する保険料を引き上げたり，一般財源からの繰り入れ

を増やしたりして，年金財政の収入を増やす，

（２）退職世代への年金給付額を減らして，年金財政の支払いを減らす，

２） 具体的には，厚生年金の保険料率は改正前の１３．５８％から毎年０．３５４ポイン
トずつ上がり，２０１７年には１８．３％となって，その後は固定される。国民年
金の保険料も，改正前の１３，３００円から段階的に１６，９００円に上昇する。定率
減税廃止などで，国庫負担の割合を３分の１から２分の１に引き上げる。給
付は現役時代の収入の５割以上の水準を確保しながら，受給者の増加による
給付の伸びを，被保険者数の減少や平均寿命の高まりを勘案して抑制する方
式が盛り込まれた。給付調整は２０２３年前後に終わる見込みで，その後は経
済成長率の伸びなどが給付に反映される。
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の２つしかない。（１）のうち，保険料引き上げは，勤労者世代（＝公的年

金の加入者層）に過大な負担を強いるだけでなく，保険料を含めた労働費

用を上昇させて企業活動や雇用など経済全般に影響を及ぼすことが考えら

れる。また，一般財源からの繰り入れ増額は，これを増税あるいは新税の

創設なしに歳出面のやり繰りだけで行うことは，国の昨今の財政事情から

はなかなか困難であろう。したがって，既存の税を年金目的に増税するこ

と，あるいは年金目的税を創設することが必要になろうが，どちらも経済

全般に影響を与える。

他方，（２）の給付削減は，直接的には公的年金の受給者である高齢世代

の所得を減少させ，この世代の人々の消費行動に影響を与えるだけでなく，

消費者の生涯にわたる最適化行動によって公的年金から私的貯蓄への代替

が進むことになり，現在は公的年金を受給していない勤労者世代の消費行

動にも間接的に影響しよう。このように，いずれの政策手段にも直接効果

の他に間接効果があるので，定性分析だけでは総合効果を判定することは

困難であり，定量分析を行う必要がある。

２００４年度の厚生年金の実質赤字額（高山 (2004)）とされる５兆円分の年

金財源の調達手段として，われわれは年金目的税の創設，年金保険料引き

上げ，年金給付削減の３つの代替案を取り上げて，社会会計行列の乗数分

析により各政策の得失を定量的に把握することを試みる。具体的には，年

金目的税として消費税を考え，税収が５兆円だけ増加するように消費税率

を引き上げて，税収の増加分を年金財源に充てた場合の経済効果について，

この政策が実施されたときに成立すると考えられる仮説均衡を求めて基準

均衡と比較する。続いて，年金保険料引き上げ，給付削減についても同様

な分析を行い，最後に各政策の得失を比較する。

2. 定量分析の枠組み

本稿では，定量分析の枠組みとして社会会計行列を作成し，これを使っ
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て乗数分析を行う。乗数分析の進め方については次節で検討することにし

て，本節では社会会計行列について説明する。

社会会計行列 (SAM=Social Accounting Matrix) とは，Richard Stone の指

導下にケンブリッジ成長モデルに基づいて開発された国民所得，支出勘定

と産業連関表とを結合するマクロ経済データの枠組みであり，国民経済計

算の標準形式である現在の SNA=System of National Accounts の原型と

して知られている。社会会計行列は１９７０年代から，発展途上国の所得分

配に焦点を当てた援助政策の効果予測のためのデータ枠組みとして，Gra-

ham Pyatt 達（Pyatt and Roe (1977), Pyatt and Round (1985) 等）によって活用

されてきた。

国民経済計算を行列表示する社会会計行列では，経済循環を包括的に示

すことができる。また，それぞれの経済部門の収支バランスを示すことが

できるのみならず，各取引がどの部門に対する支払いか，どの部門からの

受け取りかも同時に示すことができる。このことから，国民経済計算デー

タを用いて社会会計行列を作成すれば，付加価値の分配構造まで含む現実

の経済循環を明らかにすることが可能になる。また，社会会計行列の生産

勘定は産業連関表の枠組みに一致するため，産業連関表の部門別比率を組

み込むことにより，全体の経済循環を明示しながら詳しい商品別生産，需

要構造を明らかにすることも可能になる。

ここで，Rutherford and Paltsev (1999) の表２．１を使い，社会会計行列

と産業連関表の関係を見ておこう。特定の国あるいは地域の経済における

さまざまな部門間の経済取引の流れを記録している産業連関表は，中間投

入（表のブロック A），最終需要（同 B），付加価値（同 C）の情報を持って

いる。社会会計行列はこれらの情報に加えて，新たに生みだされた付加価

値がどのように使われたかを示すブロック D の情報をも持つ。すなわち，

社会会計行列には，産業連関表では捉えることのできない所得の分配につ

いての情報が追加されている。社会会計行列は需要から生産へ，生産から
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所得へ，所得から再び需要へとつながる循環過程を説明することができ，

さらに産業連関表には含まれない生産要素所有者や，年金や移転などに関

する追加情報を持っている。

社会会計行列を利用した研究のうち，わが国を対象にしたものとして，

国民経済計算から社会会計行列の時系列を作成して経済構造の変化を分析

した牧野 (1995) がある。また，中村 (2000a)，(2000b) は，産業連関分析の

手法を社会会計行列に適用して乗数分析を行っている。本稿の分析は，基

本的には中村の手法に拠る。小平・佐々木 (2004) は，国民経済計算ベー

スの社会会計行列の作成方法を検討した。

3. 社会会計行列による乗数分析

乗数分析を行うには，乗数モデル内部でその数値が変化する内生勘定と，

モデル作成者が数値を変化させない限りモデル内部ではその数値が変化し

ない外生勘定に分け，さらに係数化社会会計行列（以下，係数行列とよぶ）

を作成する必要がある。どの勘定を内生勘定とし，どの勘定を外生勘定と

するかは，分析の目的に応じて任意に決めればよい。

表３．１の長方形は社会会計行列の内生勘定と外生勘定への分割を示して

表２．１：産業連関表と社会会計行列

中間需要 最終需要 輸入
（控除）

産業部門 A B

付加価値 C D
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おり，n+g 個の勘定を n 個の内生勘定と g 個の外生勘定に分けている。

右側は社会会計行列の各列をその列和で割って作成した係数行列を示して

いる。係数行列の行和と列和は１に等しい。社会会計行列と係数行列の各

部分行列には，以下の関係が成立する。

(3.1) A �N �ŷ�1

B �L �ŷ�1

E �G �ẑ�1

D �R �ẑ�1

ただし，記号＾は，該当するベクトルを対角化して作成した対角行列を，

また上添字の－１は逆行列を表している。

部分行列 L と B は，内生勘定から外生勘定への漏れと平均漏れ性向を

示している。部分行列 G は外生ショックを内生勘定に伝える外生ショッ

ク行列であり，部分行列 E はある外生勘定が１単位変化した場合に各内

生勘定が受ける影響度を示している。

外生ショック行列 G の行和からなる列ベクトルを x とすれば，社会会

計行列の最初の n 行（内生勘定）の行方向のバランス式は，係数行列を使

表３．１：社会会計行列の分割と係数行列

内生勘定と外生勘定への分割 係数行列

内生勘定
（n 部門）

外生勘定
（g 部門）行和 内生勘定 外生勘定

内生勘定
（n 部門）

N G y 内生勘定 A E

外生勘定
（g 部門）

L R z 外生勘定 B D

列和 y′ z′
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って，

(3.2) y �Ay �x

と表せる。ただし，y は社会会計行列の最初の n 行に相当する部分行列

N +G の行和からなる列ベクトルである。(3.2) より，乗数分析の基礎と

なる

(3.3) y �(I �A )�1x

が得られる。乗数分析では，(I �A )�1 を不変と見なして，政策変数 x を

外生的に変化させたときの内生変数 y を求めて，政策の効果を定量的に

把握する。

会計乗数行列と呼ばれる (I �A )�1 の数学的構造は，産業連関表におけ

る Leontief 逆行列と同一であり，経済学的意味も同じである。すなわち，

外生ショックが内生勘定に引き起こす第１次波及効果から，波及効果が無

視しうる大きさにまで収束した第 n 次波及効果までの全ての段階の波及

効果を合計した値を示している。ただし，産業連関表の乗数分析が対象と

する波及効果の連鎖は，例えば需要増→生産増→所得増のように，生産活

動内部の波及効果に留まるのに対して，社会会計行列では，需要増→生産

増→所得増→支出増→需要増のように，全経済的な波及効果を内生的に捉

えている点が異なる。

4. 年金制度改革の乗数分析

最初に，年金制度改革の乗数分析のための社会会計行列を準備しよう。

本稿は，年金財政の調達法の違いが各部門にどのような影響を与えるかを

明らかにすることを分析目的としているので，間接税勘定と社会移転勘定

を外生勘定とする社会会計行列を作成する必要がある。

出発点となる社会会計行列（表４．１）は，小平・佐々木 (2004) が作成し

た２０００暦年社会会計行列に，２０００年産業連関表（１３部門表）のデータを

生産勘定に取り入れて拡張したものである。この社会会計行列について，
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生産要素勘定（１労働，２資本），制度部門勘定のうち３非営利，４家計，５

一般政府，６非金融法人，７金融機関，生産部門勘定（９農林水産業，１０鉱

業，１１製造業，１２建設，１３電力・水道・ガス，１４商業，１５金融・保険，１６不動

産，１７運輸，１８通信・放送，１９公務，２０サービス，２１分類不明）を内生勘定と

する。ただし，制度部門勘定のうちの８間接税は分析目的から外生勘定と

する。他に，２２福祉移転勘定，２３経常移転，２４貯蓄，２５対外部門を外生

勘定として，乗数分析を行う。生産要素，（間接税を除く）制度部門，生産

部門の３つを内生勘定とすることによって，所得の発生→分配→支出とい

う経済循環を全て内生的に捉えることができる。

以上で乗数分析の準備ができたので，続いて（１）年金目的税の創設，（２）

年金保険料引き上げ，（３）年金給付削減という３通りの調達法の定式化を

検討しよう。

最初に，（１）年金目的税の創設を取り上げる。具体的には，ここでは年

金目的税として消費税を増税することを想定して，消費税の増税額（年金

目的税の税収）を厚生年金の２００４年度の実質赤字額５兆円（高山 (2004)）

に設定する３）。われわれの社会会計行列では消費税は制度部門の間接税に

含まれているから，この政策は制度部門の間接税（表４．１の第８列の列和と

第８行の行和）を５兆円増加させると同時に，福祉移転の家計への支払い

（表４．１のマス（４，２２））を５兆円増加させる。さらに，これは外生変数の

生産部門の貯蓄への支払い（表４．１のマス（８，２４）から（２１，２４））を合計５

兆円減少させる。というのは，企業の支払いと受け取りは一致しているの

で，間接税の増加分だけ，他の外生変数である貯蓄は減少すると考えられ

るからである。表４．２の実線で囲まれた部分は，外生変数がこの政策によ

り変更される様子を示している。

この分析では，変更を受ける間接税，福祉移転，貯蓄は何れも，外生変

３） 消費税率１％は概ね税収２兆７，０００億円になるので，これは約２ポイント
の消費税率引き上げに相当する。
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数とされている。このように外生的な政策変数 x を変化させて式 (3.3) に

適用すれば，年金目的税を創設した（消費税率を引き上げた）場合の政策効

果を求めることができる。表４．３の（１）欄に分析結果が示されている。表

の左側には「１生産要素 労働」から「２１生産 分類不明」まで２０の内

生勘定が並んでいる。ただし，「８制度部門 間接税」は外生勘定とされ

表４．２：（１）年金目的税創設の定式化
（単位１０億円）

２２
福祉移転

２３
経常移転

２４
貯 蓄

２５
対外部門

８
制度
間接税

１生産要素 労働
２生産要素 資本
３制度部門 非営利
４制度部門 家計
５制度部門 一般政府
６制度部門 非金融法人
７制度部門 金融機関
８生産 農林水産業
９生産 鉱業
１０生産 製造業
１１生産 建設
１２生産 電力・ガス・水道
１３生産 商業
１４生産 金融・保険
１５生産 不動産
１６生産 運輸
１７生産 通信・放送
１８生産 公務
１９生産 サービス
２０生産 分類不明

５６９
７４，７４５
５０，９４９
７，５９１
５，６９６

７，１８７
４２，３３５
６３，１２０
１０，６３１
９２，７８７

１，０３４
－１７

４１，７７７
７３，０３５

０
１１，５１９

０
０
８２４
０
０

１１，０８５
０

－１８５
－１，３７８
４１，０６３
－２，４２７

－３４
４，０３２
－８６０
４５８
３，９１０
－７４４
４１４

１１，０５５
－４８

３８，３７４

２２福祉移転
２３経常移転
２４貯蓄
２５対外部門
８制度部門 間接税

－５，５６１ １１，８８１
－９９５

２６計 １３４，５５０ ２１０，４９９ １４６，１３８ ５４，２６１ ３８，３７４
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ているので，ここには含まれていない。各行の数値は，当該内生勘定が政

策による外生的ショックによってどのような影響を受けるかを示している。

例えば，「５制度部門 家計」の行には左から右へ，福祉移転増加による

表４．３：乗数分析の結果

（１）
年金目的税の創設

（２）
社会保険料

福祉移転増加
による効果

貯蓄減少によ
る効果

純効果 福祉移転増加
による効果

経常移転減少
による効果

１生産要素 労働 ８，９９６．６

３，２５５．６

１７２．６

１６，９２０．５

３，０２４．１

１，９３４．４

１，９５８．１

５６７．２

２９５．４

１１，５９７．９

２，５９３．７

９０４．９

３，４２０．９

１，３１４．３

２，４９１．５

１，７４６．７

７３５．７

６０３．５

６，８１７．０

１４９．８

６９，５００．６

－１１，５３８．９

－３，６５８．６

－１６０．９

－１４，６１６．５

－２，８１２．０

－２，１２４．８

－１，７７２．８

－７１８．０

－４０６．５

－１５，８９７．３

－５，４０８．０

－１，００６．９

－４，１２１．３

－１，４２８．９

－２，２６３．２

－２，０９７．８

－７８５．４

－５７３．３

－７，６６８．３

－１９２．０

－７９，２５１．６

－２，５４２．３

－４０３．０

１１．８

２，３０４．０

２１２．１

－１９０．５

１８５．３

－１５０．８

－１１１．１

－４，２９９．４

－２，８１４．３

－１０２．０

－７００．５

－１１４．６

２２８．３

－３５１．１

－４９．７

３０．２

－８５１．３

－４２．２

－９，７５１．１

８，９９６．６

３，２５５．６

１７２．６

１６，９２０．５

３，０２４．１

１，９３４．４

１，９５８．１

５６７．２

２９５．４

１１，５９７．９

２，５９３．７

９０４．９

３，４２０．９

１，３１４．３

２，４９１．５

１，７４６．７

７３５．７

６０３．５

６，８１７．０

１４９．８

６９，５００．６

－４，６４０．５

－１，５５２．５

－２５５．３

－７，１２１．８

－３，０２５．２

－１，１７８．３

－３，１６６．８

－２７２．８

－１４６．７

－５，６８０．２

－１，３８７．４

－４４６．４

－１，６１３．６

－６１９．６

－１，１００．５

－８３７．０

－３５２．５

－５６７．９

－３，６３１．９

－７３．７

－３７，６７０．５

２生産要素 資本

３制度部門 非営利

４制度部門 家計

５制度部門 一般政府

６制度部門 非金融法人

７制度部門 金融機関

９生産 農林水産業

１０生産 鉱業

１１生産 製造業

１２生産 建設

１３生産 電力・ガス・水道

１４生産 商業

１５生産 金融・保険

１６生産 不動産

１７生産 運輸

１８生産 通信・放送

１９生産 公務

２０生産 サービス

２１生産 分類不明

計
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効果の列に１６，９２０．５，貯蓄減少による効果の列に－１４，６１６．５，純効果の

列に２，３０４．０という３つの数値が並んでいる。単位は１０億円であるから，

これは，年金目的税の創設によって家計の受け取りは，家計への福祉移転

（単位：１０億円）

の引き上げ
（３）

年金給付の削減
（４）

年金目的税
創設＋給付
削減

（５）
社会保険料
引き上げ＋
給付削減

貯蓄減少によ
る効果

純効果 福祉移転減少
による効果

政府財政改善
による効果

純効果 純効果 純効果

－４，７５２．８

－１，５０７．０

－６６．３

－６，０２０．４

－１，１５８．３

－８７５．２

－７３０．２

－２９５．７

－１６７．４

－６，５４８．０

－２，２２７．５

－４１４．７

－１，６９７．５

－５８８．６

－９３２．２

－８６４．１

－３２３．５

－２３６．１

－３，１５８．５

－７９．１

－３２，６４３．２

－３９６．７

１９６．１

－１４８．９

３，７７８．２

－１，１５９．３

－１１９．１

－１，９３８．９

－１．４

－１８．８

－６３０．２

－１，０２１．１

４３．８

１０９．７

１０６．２

４５８．８

４５．６

５９．７

－２００．５

２６．６

－３．０

－８１３．２

－８，９９６．６

－３，２５５．６

－１７２．６

－１６，９２０．５

－３，０２４．１

－１，９３４．４

－１，９５８．１

－５６７．２

－２９５．４

－１１，５９７．９

－２，５９３．７

－９０４．９

－３，４２０．９

－１，３１４．３

－２，４９１．５

－１，７４６．７

－７３５．７

－６０３．５

－６，８１７．０

－１４９．８

－６９，５００．６

７，３６３．１

２，３０６．８

２１９．７

１０，０４７．２

７，９４７．５

１，５１４．７

２，６４５．４

３９５．１

２１５．５

８，２４６．８

１，８８５．７

６９６．５

２，３０６．６

９１３．０

１，５４８．８

１，２２９．５

５３３．７

１，４５５．１

６，２０３．９

１０９．８

５７，７８４．６

－１，６３３．５

－９４８．８

４７．１

－６，８７３．３

４，９２３．３

－４１９．６

６８７．３

－１７２．０

－７９．９

－３，３５１．１

－７０８．０

－２０８．４

－１，１１４．２

－４０１．３

－９４２．７

－５１７．３

－２０２．０

８５１．６

－６１３．１

－４０．０

－１１，７１６．０

－２，０８７．９

－６７５．９

２９．４

－２，２８４．７

２，５６７．７

－３０５．０

４３６．３

－１６１．４

－９５．５

－３，８２５．２

－１，７６１．１

－１５５．２

－９０７．３

－２５７．９

－３５７．２

－４３４．２

－１２５．８

４４０．９

－７３２．２

－４１．１

－１０，７３３．５

－１，０１５．１

－３７６．３

－５０．９

－１，５４７．５

１，８８２．０

－２６９．４

－６２５．８

－８６．７

－４９．４

－１，９９０．７

－８６４．６

－８２．３

－５０２．３

－１４７．５

－２４１．９

－２３５．８

－７１．２

３２５．６

－２９３．３

－２１．５

－６，２６４．６
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の増加効果を通じて１６兆９，２０５億円増加する一方で，貯蓄の減少効果を

通じて１４兆６，１６５億円減少するので，純効果は２兆３，０４０億円の増加と

なることを示している。純効果がマイナスの部門は間接税負担の大きな部

門であり，プラスの部門は間接税負担の小さな部門である。年金目的税導

入の経済全体の純効果はマイナス９兆７，５１１億円である。すなわち，年金

目的税を創設し５兆円の税収を徴収するこの政策は，直接効果において家

計への福祉移転を５兆円増加させるが，家計の最終的な受け取りはその半

分弱にしかならないこと，さらに経済全体には税収額の２倍近い負担を負

わせることが分かる。

次に，（２）年金保険料引き上げ，すなわち社会保険料を引き上げて年金

財政収入を５兆円増やす政策を取り上げよう４）。この政策は，家計の貯蓄

と経常移転への支払いを合計５兆円減少させ，福祉移転から家計への支払

いを５兆円増加させる。以上の外生変数の変化のうち，家計貯蓄の減少は

企業への投資を減少させ，経常移転への支払いの減少は経常移転からの受

け取りを減少させる。これらの変更箇所は表４．４の実線の囲み部分に示さ

れている。表４．３の（２）欄は，これらの効果を示している。家計の受け取

りで見ると，福祉移転増加による効果はプラス１６兆９，２０５億円であるが，

他方で経常移転減少による効果がマイナス７兆１，２１８億円，貯蓄減少によ

る効果がマイナス６兆０，２０４億円それぞれあり，純効果は３兆７，７８２億円

まで縮小することが分かる。社会保険料の引き上げの経済全体の純効果は

マイナス８，１３２億円である。すなわち，社会保険料引き上げは，年金目的

税の創設に比べて，家計にとっても経済全体にとっても負担が小さい政策

であることが分かる。

以上の２つはどちらも年金財政の収入を増やす政策手段であった。反対

に，支出を減らす政策として，（３）年金給付を５兆円削減するという代替

４） これは現行の社会保険料の約１割の引き上げに相当する。
５） これは現行の年金給付の約２割の削減に相当する。
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案を取り上げる５）。われわれの枠組みでは，この政策は政府から福祉移転

への繰り入れと福祉移転から家計への支払いを同時に５兆円削減すること

として表すことができる。以上の変更は表４．５の実線の囲み部分になる。

この場合の効果は，表４．３の（３）欄に示されており，家計の受け取りで見

ると，福祉移転減少によるマイナス効果は１６兆９，２０５億円であるが，他

表４．４：（２）保険料引き上げの定式化
（単位１０億円）

２２
福祉移転

２３
経常移転

２４
貯 蓄

２５
対外部門

８
制度
間接税

１生産要素 労働
２生産要素 資本
３制度部門 非営利
４制度部門 家計
５制度部門 一般政府
６制度部門 非金融法人
７制度部門 金融機関
８生産 農林水産業
９生産 鉱業
１０生産 製造業
１１生産 建設
１２生産 電力・ガス・水道
１３生産 商業
１４生産 金融・保険
１５生産 不動産
１６生産 運輸
１７生産 通信・放送
１８生産 公務
１９生産 サービス
２０生産 分類不明

５６９
７４，７４５
５０，９４９
７，５９１
５，６９６

７，０８９
４１，７５９
６２，２６１
１０，４８６
９１，５２４

９８１
－１６

３９，６５９
６９，３３２

０
１０，９３５

０
０
７８２
０
０

１０，５２３
０

－１８５
－１，３７８
４１，０６３
－２，４２７

－３４
４，０３２
－８６０
４５８
３，９１０
－７４４
４１４

１１，０５５
－４８

３８，３７４

２２福祉移転
２３経常移転
２４貯蓄
２５対外部門
８制度部門 間接税

－５，５６１ １１，８８１
－９９５

２６計 １３４，５５０ ２１０，４９９ １４６，１３８ ５４，２６１ ３８，３７４
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方で政府財政改善によるプラス効果が１０兆０，４７２億円あり，純効果はマ

イナス６兆８，７３３億円まで縮小する。経済全体の純効果はマイナス１１兆

７，１６０億円である。年金財政を健全化するために，その不足分だけ年金給

付を削減しようとするこの政策は，家計に対してはその１．４倍弱の，経済

全体では２．４倍弱のマイナス効果を持つことが示された。

表４．５：（３）給付削減の定式化
（単位１０億円）

２２
福祉移転

２３
経常移転

２４
貯 蓄

２５
対外部門

８
制度
間接税

１生産要素 労働
２生産要素 資本
３制度部門 非営利
４制度部門 家計
５制度部門 一般政府
６制度部門 非金融法人
７制度部門 金融機関
８生産 農林水産業
９生産 鉱業
１０生産 製造業
１１生産 建設
１２生産 電力・ガス・水道
１３生産 商業
１４生産 金融・保険
１５生産 不動産
１６生産 運輸
１７生産 通信・放送
１８生産 公務
１９生産 サービス
２０生産 分類不明

５６９
６４，７４５
５５，９４９
７，５９１
５，６９６

７，１８７
４２，３３５
６３，１２０
１０，６３１
９２，７８７

１，０３４
－１７

４１，７７７
７３，０３５

０
１１，５１９

０
０
８２４
０
０

１１，０８５
０

－１８５
－１，３７８
４１，０６３
－２，４２７

－３４
４，０３２
－８６０
４５８
３，９１０
－７４４
４１４

１１，０５５
－４８

３８，３７４

２２福祉移転
２３経常移転
２４貯蓄
２５対外部門
８制度部門 間接税

－５，５６１ １１，８８１
－９９５

２６計 １３４，５５０ ２１０，４９９ １４６，１３８ ５４，２６１ ３８，３７４
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ここまでは，いずれも１種類の政策手段を利用する場合の政策効果の検

討であった。線形モデルを利用する乗数分析では，複数の政策手段を組み

合わせて実施する場合の政策効果を各政策手段の効果の加重和として簡単

に求めることができる。例えば，表４．３の（４）欄に示した（４）年金目的税創

設により２．５兆円財源を増やしながら，年金給付を２．５兆円削減する場合

の効果は，（１）欄の年金目的税創設の効果の５０％と，（３）欄の給付削減効

果の５０％の和として求めたものである。同様に計算した（５）社会保険料を

２．５兆円引き上げながら，年金給付を２．５兆円削減する場合の効果は，（５）

欄に示されている。

5. おわりに

本稿では，社会会計行列に基づく乗数分析を行い，年金財政を改善する

ために必要とされる制度改革が経済に及ぼす効果を定量的に把握した。具

体的には，厚生年金の２００４年度の実質赤字額５兆円を調達する政策手段

として，年金目的税の導入，社会保険料の引き上げ，年金給付の削減およ

びそれらの組み合わせの全部で５通りの政策代替案を取り上げ，それぞれ

の政策が各部門に与える影響を捉えた。

これらの５つの政策代替案を比較すると，家計に対する純効果で見ると，

(2)社会保険料引き上げが優れており，以下 (1)年金目的税創設，(5)保険

料引き上げ＋給付削減，(4)年金目的税創設＋給付削減の順に並び，(3)給

付削減の評価が最も低い。すなわち，各政策は

(5.1)

(2)

社会保険料の
引き上げ

＞

(1)

年金目的税の
創設

＞

(0)

基準均衡 ＞

(5)
社会保険料引
き上げ＋給付

削減

＞

(4)

年金目的税創
設＋給付削減

＞

(3)

給付削減
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と順位付けられる。また，経済全体に対する純効果で見ると，

と順位付けられる。すなわち，(2)社会保険料引き上げの評価が最も高い

ことと，(4)年金目的税創設＋給付削減，(3)給付削減の評価が低いことで

は家計と経済全体は一致しているが，(1)年金目的税創設と (5)保険料引

き上げ＋給付削減の評価の順位が異なる。また，家計は (2)社会保険料引

き上げと (1)年金目的税創設を現状（(0)基準均衡と呼ぶことにする）より高

く評価するのに対して，経済全体の評価では (0)基準均衡が最も高い点も

異なる。

本稿で行った社会会計行列による乗数分析には限界がある。第１は，線

形経済モデルを前提としていることである。このことは，全ての勘定の全

ての支出項目について支出の所得弾力性を１と仮定していることを意味す

る。第２は，社会会計行列の乗数分析では価格変数を含んでいないために，

価格が経済に及ぼす影響を無視した結果となっていることである。したが

って，社会会計行列の乗数分析が有効であるのは，外生ショック（政策代

替案）が小規模である場合に限られ，しかも得られた結論はその影響の真

の姿の単純な近似に過ぎない。外生ショックが大規模な場合には，分析結

果に経済的意味付けを与えるのは難しい。これらの点を克服するには，各

経済主体の行動方程式を導入し，価格決定と価格に対する反応を内生的に

取り扱う枠組みに拡張する必要がある。そのような分析手法の１つに応用

一般均衡分析（Shoven and Whalley (1992) 参照）があるが，それを用いた分

析については将来の課題としたい。

(5.2)

(0)

基準均衡 ＞

(2)

社会保険料の
引き上げ

＞

(5)
社会保険料引
き上げ＋給付

削減
＞

(1)

年金目的税の
創設

＞

(4)

年金目的税創
設＋給付削減

＞

(3)

給付削減
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